
｢福祉国家の危機」後の福祉サービス

のありようについて

供給形態の多元化における非営利・協同組織の役割を中心に

谷川至孝

はじめに

近年、筆者は、「ニュー・ポリティクスの中の教育政策」をテーマとして研究を進め

てきた。それは、ポスト福祉国家におけるニュー・ライトのオルターナテイブとして

ニュー・ポリティクスを捉え、そのニュー・ポリティクスの国家・社会像における一領

域として教育政策を考えることを展望するものである。そしてこれまで、ニュー・ポリ

ティクスのグランド・セオリーを、(1)脱物質主義、(2)政治的領域の拡大＝市民社会の

政治化、という二つの理念から説明し、また、ニュー・ポリティクスにおける具体的な

制度理念として、福祉多元主義＝福祉サービスの供給形態の多元化が手がかりとなるこ

と、さらに、そこにおける重要なアクターとしてＮＰＯに注目し、ＮＰＯは根源的に脱

物質主義的であり、また、ＮＰＯは市民社会の政治化や社会統合＝新しい公共性の創出

に大きな役割を果たすこと、等を論じてきた（谷川2002,2003a;b、参照)。

ところで、このテーマに取り組み始めたそもそもの動機は、ケインズ主義的福祉国家

の行き詰まりに対し、ニュー・ライト的な小泉横造改革路線に対抗する政治理念、選択

肢が、わが国の政治のステージに存在していない、という思いからであった。一方、最

近、マスコミをとおして「ネオコン」（ネオ・コンサヴァテイブ＝新保守主義）という

言葉をよく見聞きする。我々研究者にとっては聞き慣れた言葉だが、こうしたマスコミ

の報道にふれると、いまや世界政治の場においても、米国を中心としたニュー・ライト

勢力が席巻し、そのオルターナテイブが影を潜めているという印象を受ける。そこで本

稿では、これまでの研究とこうした世界状況をふまえ、「福祉国家の危機」以降の世界

的な政治状況の検討から出発する。その上で、ニュー･ライトの国家･社会像のオルター

ナテイブを考えるにあたって、「条件整備国家」や「社会的経済」といった語をもとに、

福祉多元主義や市民社会の政治化＝民主化についてさらに議論を深める。そして、最後

に、教育サービスの供給形態の多元化について、限定的ながらも検討を試みたい。

谷川至孝（たIこがわよしたか）悌教大学
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ｌ「福祉国家の危機」以降の「福祉国家」

1970年代半ば以降、先進資本主義国家の経済的繁栄に鶏りが見られるようになり、

７０年代末から８０年代にかけて、「福祉国家の危機」が社会科学の流行テーマとなった。

武川正吾（東京大学、社会政策学）は、８０年代の先進資本主義国家の動向を検討し、

以下の点を指摘する。①財政支出を指標として見る限り､英国のサッチャー政権も含め、

福祉国家の規模は縮小していない、②しかし、そのような量的存在としての福祉国家に

は大きな変化が見られないものの、質的存在としての福祉国家は大きく変容を遂げた。

そして、1980年代の福祉国家の質的な再編と調整の方向は、普遍主義と平等主義にバ

イアスのあるネオ・コーポラティズムと選別主義と競争主義にバイアスのある新保守主

義という両極化であったとする。このネオ・コーポラティズムの典型がスウェーデンで

あり、新保守主義の典型が英国であった。このように武川は新保守主義をも福祉国家

の範鴎に押しとどめて論を展開している。そのことの是非を論じることは、筆者の現在

の能力を超える。しかし、ニュー・ライトのオルターナテイブを考える筆者の関心から

して、１９８０年代における現実の世界政治の動向としては、そのオルターナテイブがネ

オ・コーポラティズムにあったとする武川の指摘は多いに検討に値する。

言うまでもなくネオ･コーポラティズムとは、「重要な経済政策･社会政策に関しては、

政府､総労働、総資本のそれぞれの代表者が一堂に会して協議を重ね、これによって政・

労･使のあいだの利害を調整し合意形成をはかる､という意思決定の方法を意味する｣(武

川：９１頁)。労働組合との間で「社会契約」を交わした英国のウィルソン＝キャラハン

労働党政府（1974-1979）もこのネオ・コーポラテイズム体制をめざしたものと言え

る。こうしたネオ・コーポラティズムの問題点としては、その「正統性」等がよく指摘

されるが、武川は次の二つの「不安定要素」をあげている。第一は「労働市場の内外に

おける非ネオ･コーポラテイズム的要素の存在とその拡大」（武川:９６頁）である（注1)。

第二は、「新しい社会運動」の存在である。

この「新しい社会運動」については､拙著前稿（2002）で､｢脱物質主義」の観点から、

福祉国家への根源的な異識申し立てとして論じたところである。つまり、フォーディズ

ム体制と一体となった経済中心的な福祉国家では、「新しい社会運動」が提起するよう

な多様な政治的争点に対応できない。「これらの問題の解決には、経済・階級中心性を

相対化し、多様な価値、多様な問題を同等に尊重し解決していく国家・社会、福祉国家

に代わる国家が必要なのである」と。武川も「『新しい社会運動』によって提起されて

いる問題は、もはや生産や分配の問題ではなく、伝統的な福祉国家の射程を超えている」

(武川：９８頁）と論じている。つまり、ネオ・コーポラテイズムも、脱物質主義の観点

から､伝統的なケインズ主義的福祉国家と同様の「不安定要素」を抱えていると言える。
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さて、続いて武川は１９９０年代の分析に入る。１９９０年代は、一方では世界経済及び

国際政治におけるアメリカの支配的地位の確立がある。一方ではスウェーデンの経済的

停滞､欧州統合､社会憲章をはじめとした「社会的ヨーロッパ」の潮流､すなわち､ネオ・

コーポラテイズム的再編に親近性のある「欧州モデル」の模索がある。こうして1990

年代は､｢英米モデル対欧州モデルという対抗軸が新たに形成された１０年だった｣(武川：

２１２頁）と捉えられる。ただし、８０年代の対抗軸が同位的な二項対立であったのに対

し､９０年代の対立は英米モデル優位という「欠性対立｣であることに注意を促している。

また、ここでは、ブレア政権に対して「新保守主義的再編の亜種ではあっても、これに

取って代わる新種とはいえない」（武川：１２９頁）という評価が下される（注2)。

続いて、武川はこうした福祉国家のより深層の問題として、商品化（←→脱商品化）

と家父長制化（←→脱家父長制化）という二つの座標軸を用いて、「成長問題」と「フ

レキシビリティ問題」という二つの問題を検討している。ここでは、後者の問題につい

て検討しておく（注3)。

消費化社会の最終的な局面において、人々は大量生産一大量消費で生み出される画一

的かつ硬直的なものから、差異的かつ不定型なものを求めるようになる。こうした人々

の消費行動のフレキシビリティ化は生産システムのフレキシビリティ化を要求する(注

4)。さらに、この消費行動のフレキシビリティ化要求は、福祉国家が供給する社会サー

ビスの領域にも及ぶ。ところが、福祉国家が供給するサービスはすこぶるインフレキシ

ブルなものである。それは、規格化された年金、３時間待って３分間の診療、変化に乏

しい公団住宅のデザイン、そして、教育の画一化、等々である。こうした福祉国家の供

給する社会サービスがインフレキシブルな性格を帯びるのは、「集権的な大量生産にも

とづくインフレキシビリティに、社会サービスに固有の官僚主義的なインフレキシビリ

ティと、専門主義的なインフレキシビリティとが加わ」（武川：２０５頁）って生み出さ

れる。

それでは、消費行動のフレキシビリティ化要求に福祉国家はどのようにして対応する

のか。この問いに対し、武川は次のとおり解答する。「社会サービスの供給がフレキシ

ビリティを欠いたものとなる原因のひとつは、政府がそれを直接供給しているというと

ころにあった」（武川：２０５頁)。そして、この政府によるサービスの直接供給に対し、

社会サービスの再商品化と脱商品化という二つの適応戦略が考えられる。再商品化戦略

とは、新保守主義的再編の中で追求されてきたように、福祉国家が直接供給してきた社

会サービスを民営化し、市場の調整機構に委ねることである。しかし、こうした再商品

化は､サービス労働の低生産性という本質から限界に突き当たるかもしれない｡(つまり、

サービス労働は儲けを得にくい)。このとき、社会サービスは家事労働やボランタリー

ワークによる供給によって補完されることとなる、という。

一方、脱商品化戦略とは、「これまで福祉国家が供給してきた社会サービスの脱商品

性を保持ないし強化しながら、脱国家化するというものである」（武川：２０８頁)。こ
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の戦略のなかで重要な役割を果たすのが、ボランタリーワークやセルフヘルプ、そして

ＮＰＯ等などである。ここでのボランタリーワーク等の役割は再商品化の補完などでは

決してない、ことは言うまでもない。

さて、以上のような社会サービスの再商品化戦略あるいは脱商品化戦略は、筆者がこ

れまで論じてきた福祉多元主義や混合福祉論に他ならない。つまり、以上の武川の議論

からしても、福祉国家の危機を克服するに、（それを福祉国家の再編とよぶか、ポスト

福祉国家とよぶかは別として)、福祉多元主義はキーワードとなる概念であると言える

のである。そこで、次章では福祉多元主義の議論をさらに深める。

Ⅱケインズ主義的福祉国家から条件整備国家へ

ニュー･ポリティクスの具体的な制度理念として、福祉多元主義があげられることは、

これまでも度々論じてきた。ジョンソン（1993）にならって福祉多元主義を簡潔に述

べるならば、福祉サービスの供給が、①行政部門、②インフォーマル部門、③ボランタ

リー部門、④民間営利部門という四つの部門から供給されること、つまり、供給形態の

多元性をいう。さらに、ここで注意しておくべきことは、福祉の「供給」と「財政」と

｢規制」とが明確に区別されていることである。

福祉多元主義と、福祉国家やニュー・ライトが栂想する福祉サービスの在り方とを比

較して図表に示すと図１のとおりとなる(注5)。

福祉国家

ニュー・ライト

福祉多元主義

図１福祉多元主稔

供給

行政部門

民間営利部門

③行政部門②インフオ

マール部門③ボランタ

リー部門（NPO等）

④民間営利部門（註１）

財源

政府

民間営利部門

政府及び民間

規制（註２）

政府

市場

政府や供給者、受

給者の共同決定

註１インフォーマル部門＝親族とりわけ家族、隣人、コミュニティ

ボランタリー部門＝非営利民間。組織規模の点からインフォーマル部門と区別されているが、比

較的インフォーマルな小規模近隣グループ、セルフヘルプあるいは相互扶助グループから大規模

なチャリティ財団まで含まれる。

註２規制＝サービス内容の決定等

図ｌについては､いくぶんかの説明が必要であるが､なかでも以下の点は重要である。

現実の国家においては、例えばそれが「福祉国家の危機」以前の典型的な福祉国家ス
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ウェーデンであろうと､サッチャーのニュー･ライト国家であろうと､福祉サービスの｢供

給」が行政部門や民間営利部門に一元化されることはあり得ない。つまり、福祉国家や

ニュー･ライトを標傍する国家でも、現実には多元的に福祉サービスは供給されている。

それは､｢財源」や「規制」についても同様である。従って､ここで問題とされることは、

それぞれの国家における四つの部門のバランスの問題である。

そこで、ニュー・ポリティクスにおける福祉サービスの有り様が「福祉多元主義」で

あるということの含意をあらためて述べるならば、その第一は、福祉サービスの供給に

おいてＮＰＯ等のボランタリー部門が中心的な役割を果たす、ということである。この

ことは、そもそも、「『福祉多元主義』という用語は当初ボランタリー組織の将来に関す

るウルフェンデン報告ll978lが出された後にイギリスで一般的に使われるようになっ

た」（ジョンソン２００２：２２頁、johnsonl999:ｐ､22）ことからも確認できる。

第二に、サービスの直接供給者としての行政部門＝国家の役割は縮小されるが、「財

政」と「規制」における国家の役割は、必ずしも減じられるわけではない、ということ

である。「福祉への国家参画を削減するという多くの議論において、最も注目されたこ

とは福祉の『直接供給』についてである。国家の財政的役割や規制的役割を維持しなが

ら、あるいはそうした役割を高めながら、国家供給を削減することはまったく可能なこ

とである」（ジョンソン２００２：５３頁、Johnsonl999：ｐｐ､49-50)。つまり、福祉の権

利性からして、福祉サービスの最終的な保障は国家が行わなければならず、また、その

ための財源保障も、一部民間資金を導入するにしても、同様に国家が保障しなければな

らない。その意味で「政府は権利を保障できる唯一の存在」（ジョンソン2002:294頁、

Johnsonl999:ｐ､272)なのである｡この点で､サービスの質の保障を市場に委ねたり､｢福
祉国家の危機」の最大の理由を福祉政策の財政負担の増大にもとめ、公共支出の抑制を

第一の目的とするニュー・ライトの議論とは、一線を画する。

ところで、近年、ポスト福祉国家を考える上で、「評価国家｣、「契約国家｣、「品質保

証国家」という言葉が使われている。ポスト福祉国家の一つの国家像を、その国家が持

つ異なった機能から説明したもので、トータルには同様の国家像を述べたものと理解し

ている。もちろんこうした概念やその実像について詳細な検討が必要であるが、次のよ

うに説明することは許されると思う。これまで政府が担ってきたサービスの供給をエー

ジェンシーや私企業、ＮＰＯが担う折に、政府と企業やＮＰＯが「契約」を結ぶ。そし

て､企業やＮＰＯはサービスを実施し、そのサービスは契約に基づいて「評価」される。

その評価の結果、契約の見直しが行われる。このようにしてサービスの「品質保証」が

なされる（例えば大田、参照)。

こうした議論に関して、福祉多元主義を制度理念とした国家の有り様を、ジョンソン

は「条件整備国家」とよんでいる。ジョンソンは、１９８０年代及び９０年代における新

しい公共経営管理(NewPublicManagement)の動向について論じ、その結果生じた国

家形態が次のような用語で表現されていると述べる。「条件整備国家」（enablingstate)、
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｢契約国家」（contractstate)、「企業家国家」（entrepreneuIialstate)、「経営管理国家」

(managerialstate)。そしてジョンソンは、以下のとおり、この中でもとりわけ条件整備

国家と契約国家という二つの語に注目している。「混合経済という視点から最も適切な

言い方は、『条件整備国家』と『契約国家』である。いずれの言い方も、サービスの直

接供給者としての国家の役割の削減を意味している。条件整備国家はニーズが非国家機

関によって充足される条件を創出し、それを維持する責任を果たす国家である」（ジョ

ンソン２００２：９４頁、Johnsonl999：ｐ,88）（注6)。また、次のようにも述べている。

福祉多元主義の「全体としての狙いは、サービスの直接供給者としての国家の役割を縮

小することであるが､財政と規制の役割を保持することも狙いである。このようにして、

国家の役割は供給者よりも条件整備者（enablers)となっている」（ジョンソン２００２：

２６頁、johnsonl999：ｐ､25)。

このように、条件整備国家とは、「公共サービスを自ら生産するよりも、それが提供

されることを確保することに責任をもつ」（ジョンソン２００２：７６頁、Johnsonl999：

p､72）国家である。具体的には、これまで述べてきたことから理解できるとおり、条件

整備国家とは、政府によるサービスの直接提供をひかえ、代わってボランタリー組織等

の非国家機関がサービスを提供できるよう、政府は、その「財源」を保障したり、良質

なサービスが提供されるよう「規制」を行うことによって、サービスの維持・向上のた

めの条件整備を行う国家である(注刀。

それでは、ボランタリー部門を中心とした福祉多元主義及び条件整備国家は、旧来の

福祉国家と比較してなぜに評価されるのか。それは第一に、前節で述べたとおり、福祉

サービスのフレキシビリティ化要求、さらにはより根源的に、人々の多様な価値観や個

別的差異性に対応するからである。「ボランタリー組織はたんにサービスの供給者とい

うだけではない。諸価値の貯蔵庫でもある。…ボランタリー部門はそれ自体多様性に富

んでいるが、社会的多様性に貢献し、市民社会や民主政体に不可欠な要素を構成してい

る」（ジョンソン２００２：２１５頁、Johnsonl999：ｐ,196)。第二に、市民社会の政治化

＝民主化に貢献することが期待されるからである。次章では、この第二の点について論

を深める。

Ⅲ社会的経済と市民社会の政治化＝民主化

まず、市民社会の政治化＝民主化とはどのような概念なのか。「復習」をしておきた

い。福祉国家が大きな政府であるのに対し、ニュー・ライトもニュー・ポリティクスも

小さな政府をめざす。ここで、ニュー・ライトとニュー・ポリティクスが異なるのは、

縮小された国家の機能をニュー・ライトは市場に委ね、ニュー・ポリティクスは市民社

会に委ねる。ニュー・ライトとニュー・ポリティクスの大きな違いはここにあるが、両
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者の違いを説明するにこれだけでは不十分である。ニュー･ライトにおける市民社会は、

伝統的・権威的市民社会であった。それは、新自由主義の特徴である経済的自由主義の

国家・社会が社会統合を獲得するためには、伝統的・権威的市民社会が必要であったか

らである。これに対し、ニュー・ポリティクスにおける市民社会は、政治化された市民

社会でなくてはならない。すなわち、市民社会における抑圧的権力関係から個々の市民

を解放し、多様性と差異を承認し、自律的個人に自己決定の権利や集団的な政治的決定

への参加を保障する民主主義を市民社会の中に創り出さねばならない（詳しくは、谷川

2002,2003a参照)。

それでは、このような市民社会の政治化にボランタリー部門を中心とした福祉多元主

義はいかに貢献するのか。

ここでは、ボランタリー部門の組織原理に関わって考察する。近年、国家による公

共セクターでも市場による私的セクターでもない、民間非営利組織からなる「第３セク

ター」の国民経済における役割が世界的に注目されている。しかし、この第３セクター

の担い手について、日本と米国とヨーロッパとでは大きな認識の違いがある。わが国

は、国家あるいは地方公共団体と民間の協同出資による組織を第３セクターの担い手と

する。米国では、ＮＰＯ（Non-ProfitOrganization）がその担い手とされ、ヨーロッパ

では協同組合、共済組織、ＮＰＯが第３セクターの担い手とされる。

ここで注目されるのは、米国とヨーロッパの違いである。米国では、民間非営利組織

を「他者を助ける組織」として把握する傾向が強く、自助あるいは互助の組織である協

同組合や共済組織は第３セクターから除外される。また、ＮＰＯの定義に「利益配分を

しないこと」＝利益非分配制約という要件が含まれ、この要件からしても、剰余金をそ

のメンバーに配分する協同組合はＮＰＯに含まれない。それに対し、ヨーロッパでは、

｢協同組合、共済組織、ＮＰＯの共通特質を『営利目的ではなく社会的目的の実現を第

一義とする組織』（Not-fbr-ProfitOIganization）としてとらえ､３者を『非営利目的組織』

として一括して把握しようとする」（富沢1999:１９頁)。こうした理解から、協同組合、

共済組織､ＮＰＯ（ヨーロッパではassociationと表現される）からなる組織を一括して、

「非営利・協同組織」（Non-ProfitandCo-operativeOrganizations）とよぶことができ、

この非営利・協同組織が担う国民経済の一領域を、アメリカ流の第３セクターと区別し

て、「非営利･協同セクター」とよぶことができる（富沢1999:２７頁、参照)。さらに、

この非営利・協同セクターが担う経済は「社会的経済」と名付けられる（富沢1997：

３頁、等参照)。

そして、佐藤によると、これまで近代経済学やケインズ経済学では、市場と国家によ

る市場経済と公共経済の関係しかみておらず、この社会的経済の領域は、理論的には排

除されてきた。ところが、近年、この社会的経済概念が、ソビエト社会主義国家の崩壊、

「福祉国家の危機」により、今日、復権し始めたという。（佐藤：103-107頁、参照）

さて、佐藤は、ヨーロッパの研究者たちが「アメリカのＮＰＯ概念の非分配制約の原
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理よりは､ＮＰＯ組織内部の民主主義を第一原理として重用視して」（佐藤:８頁）おり、

非営利・協同セクターが「他のセクターと理念的に区別される原理は、組織民主主義の

原理である」（佐藤：９頁）と述べている。川口も同様である。川口は、ヨーロッパの

社会的経済についてのよく用いられる定義として、ベルギーのワロン地方政府によって

設立されたワロン地域圏社会的経済審議会による定義をあげ、社会的経済の原則は以下

の四つにあるとする。①利益よりもむしろ樹成員あるいはその集団に奉仕することを目

的とする、②管理の独立、③民主的な意思決定過程、④収益の分配においては、資本よ

り人間と労働を優先する。そして、この原則の中でも、アメリカでは利潤の非分配制約

が重視されるのに対し、「社会的経済概念では意思決定における民主主義が重視される」

(川口：３１頁）と、③民主的な意思決定過程原則を強調している。

つまり､前稿（谷川2003a）でも述べたとおり､市民社会の政治化＝民主化とは､様々

な身近な組織や社会関係を政治の場とし、それらの組織や社会関係を民主化することに

ある。一方、以上のとおり福祉多元主義におけるボランタリー部門＝非営利・協同組織

の中心的な組織原理は、組織民主主義の原理にあり、従って、ボランタリー部門＝非営

利・協同組織が中心をなす福祉多元主義は、必然的に市民社会の政治化＝民主化を生み

出すことが期待される。

そこで、非営利・協同組織の組織民主主義原理について、もう少し詳論しておこう。

第一に、この組織民主主義の原理が最も端的に示されるのは、営利企業の決定権限が出

資額に応ずるもの（一株一票）であるのに対し、非営利・協同組織は一人一票原則に基

づく、ということである。第二に、佐藤によると、「民主的」とは、意思決定が「メン

バー間の対話と討議によって、できるかぎりの相互理解のもとに合意をめざして行われ

ることを意味する」（佐藤：１５５頁)。資本主義的経済行為に代表される目的合理的行

為が、他者のことを配慮して自己の行為を制御することがないのに対し、このコミュニ

ケーション的行為は、他者肯定的なボランタリズムを基本的原理とし、また、モノや金

銭､権力によってではなく､対話や信頼関係によって､人と人とを結びつける行為である。

第三に、サービスの受給者がそれぞれの多様な意思を私企業の商品に反映させる方法

は､｢買わない」という「退出」行為である。しかし､こうした人々 と私企業との関係は、

基本的には貨幣関係に支配されている。つまり､サービス受給者の意思が､私企業のサー

ビスに反映されるかどうかは、人々 の持つ経済リソースの多寡＝貧富の差によって左右

される（谷川2003b、参照)。それに対し、非営利・協同組織のボランタリズム、利他

主義はサービスの供給者と受給者との協同の利益が尊重される。さらに、福祉サービス

は、サービスの供給者と受給者がサービスをとおして一体化され、「供給の側と受ける

側の共同作業で行われるものであるから、両者が主体的に参加することによって、良好

なサービスを実現できる」（藤田：２６６頁)。このように、非営利・協同組織の組織民主

主義とは、サービスの受給者もサービスの共同生産者としてサービス内容等の決定に加

わる＝組織に参加する、ことをも意味する。
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そして、前稿（谷川2003a）で述べたとおり、以上のような組織民主主義の原理を

根幹とする非営利・協同組織が、ネットワークを張り巡らすことにより、市民社会を政

治化＝民主化する触媒的な役割を担うのであり、また、企業や公共機関の政治化＝民主

化のためのモデルともなる。このようにして、非営利・協同組織は市民社会の政治化＝

民主化に貢献するのである。

Ⅳ終わりに

以上の通り、非営利・協同組織は、ニュー・ポリティクスや福祉多元主義の根幹的

なアクターであり、市民社会の政治化＝民主化に重要な役割を果たすことが、あらため

て確認できた。しかし、非営利・協同組織に関わる検討課題も多い(注8)。例えば、行

政による画一的なサービスの提供＝普遍主義は、人々の個別的な差異や多様性を否定

する契機を内在しており、従って、非営利・協同組織による福祉サービスの提供は、逆

にサービスの多様性を保障することにその根幹がある。しかしその普遍主義へのアンチ

テーゼは、以下のような問題を生み出す。例えば、ジョンソンは次のように指摘してい

る。「ボランタリー組織の利用が増えると不公平が拡大する場合がある。これはボラン

タリー供給が均等には行われないことに起因する。都市部は農村部よりも大きな貢献を

受け、富裕地域は貧困地域よりも大きな貢献を受ける。…児童や身体障害者また高齢者

はボランタリー組織からかなりの貢献を受ける傾向があるが､その一方で、心を病む人、

アルコール・薬物依存者、単身ホームレス、特定エスニック・マイノリティ、ゲイや

レスビアン、ひとり親は十分な貢献を受けていない」（ジョンソン２００２：215-216頁、

Johnsonl999:ｐ､197)。

以上のとおり、ジョンソンはボランタリー組織によるサービスの供給が、地域や社会

階層、あるいは特定の下位集団に偏って行われていることを指摘している。そしてこの

ことは、ボランタリー組織が社会的連帯や統合を生み出すどころか、貧困層や特定の下

位集団を社会的連帯や統合から排除しかねないことを意味する。

さて、最後に、これまでの福祉サービスについての検討をふまえて、教育サービスに

焦点をあわせて、若干の考察をしておく。福祉多元主義とはサービス供給形態の多元化

であった。今日、わが国では、構造改革特区政策が着々と進められているが、この構造

改革特区の教育分野における提案の中に、株式会社やＮＰＯによる学校経営が構想され

ている。これはまさしく､教育サービスの供給形態の多元化の動向である。そこで､以下、

｢教育特区」について、福祉多元主義の観点から、現在における知見を若干述べておく。

ＮＰＯ法人による学校経営は、多様性の観点からも、市民社会の政治化＝民主化の観

点からも基本的には歓迎される。しかし考えてみると、「営利目的ではなく社会的目的

の実現を第一義とする組織」という定義からして､学校法人もまた、ＮＰＯ法人と同様、
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非営利・協同組織なのである。従って、福祉多元主義の観点からは、学校法人であろう

と、ＮＰＯ法人であろうと、その法的な形式はさほど問題ではないように思える。つま

り、ＮＰＯ法人による学校経営にこだわる必要はなく、文部科学省が言うように、学校

法人の設立要件の緩和でも､それが生み出す利点､①多様性の創出や､②より多くの人々

が教育サービスの提供に参加する機会が生じるという民主化、にさほど変わりはないよ

うに思える。

問題は、第一に、教育サービスの「供給」は、学校法人なり、ＮＰＯ法人によって行

われるとしても、その「財源」や「規制」はどうするのか、という問題である。つまり、

非営利･協同組織､ここでは私学の自主性､多様性が損なわれない形で､例えば｢公設民営」

方式も含めて、私学補助等の財源の有り様をどう考えるのか、また、教育内容等はどの

ように規制され、品質保証がなされるのか、という問題である。そう考えると、ＮＰＯ

法人による学校経営の問題は、旧くて新しい私学の自主性と公共性の問題にたどり着く

ことになる。

ただ、次の第二の点を見逃してはならない。それは、本稿で述べた組織民主主義の原

理である。ＮＰＯ法人が学校経営を行うからと言って、ただちに学校経営が民主的に行

われるという保障はどこにもない。そこで、ＮＰＯ法人が学校経営を行う場合でも、先

程述べた非営利・協同組織の組織民主主義原理の意味合い全てについて、学校の民主化

が意識的に目指されねばならない。すなわち、サービスを供給する側の理事者や教職員

間の民主化、サービスの受給者＝子どもや保護者をも含めた民主化、学校が核となって

あるいは学校や他の非営利・協同組織がつながりあっての地域や社会の民主化である。

このことは、既存の学校法人についても同様である。高野は「既存の私立学校の少なか

らずが、私立学校法や私立振興助成法に基づく『民主的、公共的運営』を形骸させて」

おり、「『民主的．公共的運営』をリニューアルする必要がある」（高野：27-28頁）と

述べているが、学校法人を非営利・協同組織として捉え、市民社会の政治化＝民主化の

重要なアクターと考える観点からも、私立学校の「民主的、公共的運営」もあらためて

追求されねばならない。

そして、以上の視点は、英国の独立学校について考察する上でも同様に有効なのでは

ないか。英国の独立学校とわが国の私学とでは、国家による「財源」保障の有り様や、

学習指導要領やナショナル・カリキュラム等による「規制」の有り様が、大きく異なる

ことは言うまでもない。が、それでもなおかつ、「供給」と「財源」と「規制」の有り

様を、独立学校の自主性や公共性の問題と関わって考えるという視点の重要性は、両国

においてなんら変わりはないし、組織民主主義の原理が独立学校にどのように存在する

のか、存在させるのか、という視点も同様に重要であると考える。

注１それは、以下の三つに分類される。①労働市場の外側の、失業者、高齢者、女性、

外国人、障害者等の存在、②外国人労働者、パートタイム労働者、派遣労働者等の労働
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市場の二重栂造化、③一次的労働市場の内部でも、強い企業の労働者と弱い企業の労働

者等の分裂、である。（武川：96-97頁）

注２このブレア政権に対する評価についての評価は留保しておきたい。ただ、イラク戦

争におけるブレア首相の対応を目の当たりにすると、こうした武川の評価も感覚的には

納得させられる。

注３「成長問題」について、武川は①高齢化と②地球環境問題を検討している。地球環

境問題について言えば、福祉国家の存在が経済成長に依存していると考える点、経済成

長を困難にしている大きな要因の一つが地球環境問題にあると考える点で、武川と筆者

は共通している。しかし、この地球環境問題の解決と福祉国家の経済成長を両立させる

方法として、武川は、産業廃棄物の処理装置の開発や代替エネルギーの開発という、ま

だ見果てぬ科学・技術の発展を夢想し、また、サービス業の成長、情報化（モノを売る

のではなく、情報やイメージを売る）に期待し、その結論として、問題解決の可能性が

存在するとしている。こうした点については、脱物質主義に根ざしたライフスタイルの

変化を考える筆者とは見解を異にする。なお、武川はもう一つの成長問題として、雇用

の問題も検討している。

注４この私的な財やサービスにおける生産のフレキシビリティ化要求は、情報化によっ

て部分的に解決される（今日では同一仕様のシャツ５０００枚を生産するのも、特注のシャ

ツ５０００枚を生産するのも費用的にほとんど変わらないと言われる）が､この問題解決は、

労働力の編成という新たな問題を生む。とりわけ、労働集約的なサービス業においては、

生産のフレキシビリティは、人間的要因によって達成される度合いの方が、機械的要因

によって達成される度合いよりも大きい。つまり、労働編成のフレキシビリティ化要求

が強くなる。

こうした労働編成のフレキシビリティ化要求に対し、福祉国家による最低賃金制度な

どの労働力の脱商品化政策は労働編成のインフレキシビリティをもたらす。こうした状

況に対し福祉国家がとった適応戦略は、まず第一にパート労働や外国人労働などの二次

的な労働市場の放置、強化である。しかし、この二重労働市場化戦略は、社会統合の問

題をもたらすか、１次市場と２次市場への労働力の配分が、ジェンダーやエスニシティ

の基準によって固定されるという問題を生み出す。第二の適応戦略は、労働市場の規制

緩和によって、労働市場のインフレキシビリティをうち砕く戦略＝労働力の再商品化戦

略である。英米モデルが採用する戦略である。さらには、第三の戦略も考えられる。徹

底的な労働力の脱商品化戦略である。労働時間の短縮されたフルタイム労働により短時

間単位で働く労働者の数を増加させる戦略である。ワークシェアリングがイメージでき

る。

注５同様の図表は他の文献にも見られる（例えば、武智：２２０頁)。図１はこうした図

表を参照して作成した。

注６ここで「混合経済」とあるが､ジョンソンは､｢福祉の混合経済」と「福祉多元主義」
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とは同じ意味であると説明している。（ジョンソン2002：２２頁、Johnsonl999:p,22）

注フ本稿では、福祉多元主義の観点からあるいは非営利・協同組織の観点から「条件整

備国家」について論じた。一方、細井は次のような文脈で「条件整備型国家」という用

語を使用している。「福祉国家に対する一つの問題提起は､イギリスのニュー･レイバー(新

生労働党)がかかげる『条件整備型国家』論であろう」(細井:274頁)。従来の福祉国家が、

公的扶助に支えられた生活を常態化し、自立へのチャンスを失わせる「貧困の星」とい

う問題を生みだしたのに対し、条件整備型国家では、社会的に排除された人々 が社会生

活に復帰できるよう国家が条件整備を行う。この社会包摂戦略の大きな柱が､教育の充実・

向上であり、福祉から雇用へのプログラムである、と。

また、宮本は、「サッチャー主義と伝統的社会民主主義をともに超える『第三の道』を

掲げるヨーロッパ社会民主主義の新世代は、こうした『社会的包摂』のための政府の活

動こそこれからの福祉国家の活動の主軸になるべきものと考える」（宮本２００１：１６頁）

とし、この「社会的包摂」とは、リソースの再分配そのものよりも、「社会参加の条件の

整備」を行うことであり、そのポイントは、福祉の最低限保障よりも就労の条件を提供

することにある、と述べている。ニュー・レイバーのWelfaretoWorkがその例である

ことは言うまでもない。

さらに、佐藤もスウェーデンの社会的経済を論じる中で、次のとおり述べている。従

来の福祉国家の「結果の平等」は、人々 を国家に依存させ、労働意欲を減退させ、個人

の自立を損なう。市場主義の「機会の平等」は、貧富の差を拡大し、社会的弱者を大量

に生み出す。それらに対し、「第三の道」は、「『機会の再配分』を可能にする福祉社会を

目指す」（佐藤：１２５頁)。それがWelfaretoWorkの目指すところである、と。

「条件整備型国家」という語を明確に使用しているか否かの違いはあるものの、以上三

者の意味するところは同様である。つまり、福祉サービスにおける国家の役割は、社会

的に排除された人々 に、社会的包摂、社会参加を促すための機会やそのための可能性を

提供する､そうした条件を整備する､そのための教育であり､訓練なのである。ブレアの｢教

育、教育、教育」もこの文脈から捉えることもできる。

注８谷川2003bで、「資源配分様式の再編成」および「サービスの質の確保」の観点か

ら、その課題を若干考察した。
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